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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１．令和４年度予算及び令和３年度補正予算
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公共事業関係費の推移（政府全体）

2



公共事業関係費の推移（国土交通省関係）
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総事業費

約819億円

治水：約292億円

（35.6％）

海岸：

約34億円
（4.2％）

道路：約330億円

（40.2％）

港湾：約145億円

（17.7％）

都市水環境：約5億円
（0.6％）

公園：約14億円
（1.7％）

【参考】
令和３年度 国土交通省関係補正予算（全国）
直轄事業：5，719億円

令和３年度補正予算の基本方針

・「コロナ克服・新時代開拓のための経済対
策」（令和３年１１月１９日閣議決定）において、
取り組む施策として掲げられた「未来社会を
切り拓く「新しい資本主義」の起動」「防災・減
災、国土強靱化の推進など安全・安心の確
保」の二つの柱について、各項目の実施に必
要な経費を計上している。

・「未来社会を切り拓く「新しい資本主義」の起
動」においては、成長戦略及び分配戦略に必
要な経費を計上している。

・「防災・減災、国土強靱化の推進など安全・
安心の確保」においては、防災・減災、国土
強靱化の推進、自然災害からの復旧・復興
の加速、国民の安全保障の確保を含む国民
の安全・安心に必要な経費を計上している。

※直轄事業のみ ※ゼロ国債除く
※計数はそれぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある

九州地方整備局の令和３年度補正予算
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令和３年度補正予算の概要（九州地方整備局関係）令和３年１２月２０日

総事業費（ゼロ国債は除く） 国庫債務負担行為（ゼロ国債）

直轄事業 81,944 5,649

補助事業等 162,912 685

合計 244,856 6,334

（単位：百万円）

注）補助事業等には、「社会資本整備総合交付金」及び「防災・安全交付金」等の額を含む
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九州地方整備局の令和４年度当初予算

総事業費

約2938億円

治水：約836億円

（28.4％）

海岸：

約35億円
（1.2％）

道路：約1,601億円

（54.5％）

港湾：約272億円

（9.3％）

空港：約124億円
（4.2％）

公園：約20億円
（0.7％）

【参考】
令和４年度 国土交通省関係当初予算（全国）
直轄事業：25,120億円

令和４年度当初予算の基本方針

・ 令和４年度九州地方整備局関係予算につい
ては、「令和２年７月豪雨等からの復旧・復興」、
「国民の安全・安心の確保」、「社会経済活動の
確実な回復と経済好循環の加速・拡大」、「豊
かで活力ある地域づくり」に重点をおき、施策
効果の早期発現を図ります。

・ 令和２年７月豪雨等による被災地の復旧・復
興に総力を挙げ、基幹インフラの整備等、引き
続き着実に事業を推進します。また、多様な災
害リスクに対し、安全・安心な社会の実現を目
指すために、インフラの老朽化対策をはじめ
「防災・ 減災、国土強靱化のための５か年加
速化対策」を計画的に推進します。

・ 生産性の向上や民間投資の誘発等のストッ
ク効果が高い社会資本整備の戦略的な推進や
グリーン化施策等による経済好循環、コンパク
トシティの推進等による誰もが安心して暮らせ
る生活環境の整備などに取り組みます。

※直轄事業のみ ※ゼロ国債除く
※計数はそれぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある

都市水環境：約17億円
（0.6％）

営繕：約33億円
（1.1％）
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令和４年度予算の概要（九州地方整備局関係）令和４年３月２５日

総事業費（ゼロ国債は除く） 国庫債務負担行為（ゼロ国債）

直轄事業 293,814 40,473

補助事業等 558,931 4,100

合計 852,745 44,573

（単位：百万円）

注）補助事業等には、「社会資本整備総合交付金」及び「防災・安全交付金」等の額を含む
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令和４年度 新規事業等箇所図

河川事業 道路事業
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．国土強靭化について
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５か年加速化対策等の推進について 国土強靭化の推進に関する関係
府省庁連絡会議(R4.1.19)
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内閣官房ＨＰより引用
令和２年１２月１１日閣議決定
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防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策（抜粋） 令和２年１２月１１日閣議決定

○ 対策の目標、期間及びフォローアップ

…………対策の実施に当たっては、実施体制の強化を図りつつ、地域経済の
活性化に寄与する公共事業等が円滑に実施されるよう、適正な積算の実施や工
期の設定に努めるとともに、国庫責務負担行為の積極的な活用等による施工時
期の平準化や地域の実情を踏まえた適切な規模での発注等を推進する。さらに、
地域における公共投資が円滑に実施されるよう、本対策における公共事業等に
伴う地方公共団体の追加負担の軽減を図るための措置を講ずる。

本対策の期間中において、進捗状況のフォローアップを定期的に行い、その結
果を公表するものとする。

○ 対策の事業規模

第２章において示した重点的に取り組むべき対策について、加速化・深化を図
る観点から、追加的に必要になる事業規模は、今後５年間でおおむね１５兆円程
度を目途としており、別表のとおりである。また、対策の初年度については、令和
２年度第３次補正予算により措置する。

次年度以降の各年度における取扱いについても、予算編成過程で検討するこ
ととし、今後の災害の発生状況や事業の進捗状況、経済情勢・財政事情等を踏
まえ、機動的・弾力的に対応する。…………
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

３．建設現場の現状と課題
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建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

12
15 18 19 20 20 20 20 19 19 21 23 23 24 26

29
32 34 33 35 35 33 34 32 30 28 26 23

21 19 19 17 17 18 18 16 16 18 18 19 20 20 20 21 22 23

22

24

25

29 30 30 30
28 29 31

33

39
43

49

56
54

52 47
45 44

48

42
37

37
36

33

31
30

32
33 35

31 31 25 24
26 27

29
27

35
36 37 38 37 34

36

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

S
5

1

S
5

2

S
5

3

S
5

4

S
5

5

S
5

6

S
5

7

S
5

8

S
5

9

S
6

0

S
6

1

S
6

2

S
6

3

H
1

H
2

H
3

H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9

H
1

0

H
1

1

H
1

2

H
1

3

H
1

4

H
1

5

H
1

6

H
1

7

H
1

8

H
1

9

H
2

0

H
2

1

H
2

2

H
2

3

H
2

4

H
2

5

H
2

6

H
2

7

H
2

8

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

政府投資額（兆円）

民間投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

（年度）

出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については平成30年度（2018年度）まで実績、令和元年度（2019年度）・令和２年度（2020年度）は見込み、令和３年度（2021年度）は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年（2011年）は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値
注４ 平成27年（2015年）産業連関表の公表に伴い、平成27年以降建築物リフォーム・リニューアルが追加されたとともに、平成23年以降の投資額を遡及改定している

○ 建設投資額はピーク時の平成４年度：約84兆円から平成23年度：約42兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、
令和３年度は約58.4兆円となる見通し（ピーク時から約31％減）。

○ 建設業者数（令和２年度末）は約47万業者で、ピーク時（平成11年度末）から約21％減。
○ 建設業就業者数（令和２年平均）は492万人で、ピーク時（平成９年平均）から約28％減。

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（H9年平均）

就業者数
ピーク時比
▲28.1%

492万人
（令和２年平均）

47.4万業者
（令和２年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲21.1%

58.4兆円
（令和３年度見通し）

建設投資
ピーク時比
▲30.5％

許可業者数のピーク
60.1万業者（H11年度末）

建設投資のピーク
84兆円（H4年度）
就業者数：619万人
業者数：53.1万業者
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建設業を取り巻く現状と課題①

60歳以上の高齢者（82.8万人、25.2％）は、10年後には大量離職が見込まれる。一方、それを補
うべき若手入職者の数は不十分。

出典：総務省「労働力調査」（平成30年平均）を元に国土交通省にて推計

年齢階層別の建設技能労働者数
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建設業を取り巻く現状と課題②

給与は全労働者では全産業労働者並になってきたが、生産
労働者（技能者）については、製造業と比べまだ低い水準。

建設業生産労働者（技能者）の賃金は、45～49歳でピークを
迎える。体力のピークが賃金のピークとなっている側面があり、
マネジメント力等が十分評価されていない。

出典：平成30年賃金構造基本統計調査

（単位：千円） 年齢階層別の賃金水準

（資料） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（10人以上の常用労働者を雇用する事業所）
※ 年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額

建設業

　全労働者

建設業
　生産労働者

（千円）

建設業全労働者

製造業生産労働者

製造業全労働者

全産業労働者

建設業生産労働者
2012年 2019年 上昇率

建設業生産労働者 3,915.7 千円 4,623.9 千円 18.1%

建設業全労働者 4,831.7 千円 5,729.9 千円 18.6%

製造業生産労働者 4,478.7 千円 4,786.9 千円 6.9%

製造業全労働者 5,391.1 千円 5,587.8 千円 3.6%

全産業労働者 5,296.8 千円 5,609.7 千円 5.9%
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建設業を取り巻く現状と課題③

出典：日建協「2017時短アンケート（速報）」を基に作成

建設業は全産業平均と比較して年間300時間
以上も長時間労働している。

出典： 厚生労働省「毎月勤労統計調査」年度報より国土交通省作成

他産業では当たり前となっている週休２日も
とれていない。

現在4週8休は
1割以下 建設業における休日の状況（技術者）

（4週当たり）

休暇日数

5.07日

（4週当たり）

休暇日数

5.21日

（4週当たり）

休暇日数

4.86日

年間実労働時間の推移

200 7年度：206 5時間

201 7年度：205 4時間

▲11時間 　建設業

製造業

調査産業計

200 7年度：199 3時間

201 7年度：196 2時間

▲31時間　

200 7年度：180 7時間
201 7年度：171 5時間

▲92時間　

92時間

339時間

（時間）
年間実労働時間の推移
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

４．建設業における働き方改革
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新３Kを実現するための直轄工事における取組

⚫ 建設業の新３K（給与・休暇・希望）を実現するため、国土交通省直轄工事において各種モデ
ル工事（総合評価や成績評定での加減点）などの取組を実施。

⚫ 中長期的な建設業の担い手を確保し、地域の安全・安心や経済を支える。

給与

「労務費見積り尊重宣言」
促進モデル工事★

• 日建連による「労務費見積り尊重宣
言」を踏まえ、下請企業からの労務費見
積を尊重する企業を、総合評価や成績
評定において優位に評価。

• R2.1月より大規模工事を対象に、関
東地整で先行的にモデル工事を発注。

• R2年度は全国でモデル工事を発注。
✓ 促進モデル工事：24件

※R3年度は集計中

CCUS義務化モデル工事等★

• 新たに、一般土木において、CCUS活
用の目標の達成状況に応じて成績評
定を加減点するモデル工事を発注。

＜R2年度の公告件数＞
✓ 義務化モデル工事：26件
✓ 活用推奨モデル工事：43件

※R3年度は集計中

休暇

週休2日対象工事★

• 週休2日の確保状況に応じて、労務費
等を補正するとともに、成績評定を加減
点する「週休2日対象工事」を発注。

＜これまでの実績＞
✓ 165件(H28年度)

→1,106件(H29年度)
→3,129件(H30年度)
→4,835件(R1年度)
→6,853件(R2年度)
※R3年度は集計中

適正な工期設定指針
• 適正な工期を設定するための具体的・

定量的な指針をR2.3に策定・公表。
＜主な内容＞
✓施工実日数のほか、準備・後片付け

期間、休日、天候等を考慮
✓余裕期間制度の原則活用
✓受発注者間の工事工程の共有

希望

 i-Constructionの推進★

• 建設現場の生産性を向上するため、必
要経費の計上とともに総合評価や成績
評定を加減点する「ICT施工」を発注。

＜これまでの実績＞
✓ 584件(H28年度)

→918件(H29年度)
→1,104件(H30年度)
→1,890件(R1年度)
→2,396件(R2年度)

※R3年度は集計中

中長期的な発注見通しの公表
• 改正品確法を踏まえ、R2年度より中長

期的な工事発注見通しを作成・公表。

誇り・魅力・やりがいの醸成
• 建設業のリブランディングに向けた提言を

R2.1にとりまとめ。

★総合評価や成績評定におけるインセンティブやペナルティによって取組を推進 19



週休２日対象工事

○ 直轄工事においては、週休2日を確保できるよう、適正な工期設定や経費補正を実施。
○ 令和6年4月から、建設業においても罰則付きの時間外労働規制が適用されることを踏まえ、計画的に週休2日を推進。

週休２日工事の実施状況（都道府県・政令市(計67団体)）

4週6休 4週7休 4週8休以上

労務費 1.01 1.03 1.05

機械経費(賃料)* 1.01 1.03 1.04

共通仮設費率* 1.02 1.03 1.04

現場管理費率* 1.03 1.04 1.06

週休２日の推進に向けた取組（直轄）

■工事成績評定による加点
４週８休を実施した工事について、「工程管理」の項目において加点評価

■週休2日の実施に伴う必要経費を計上
• 平成29年度より共通仮設費、現場管理費、平成30年度より労務費、機械経費

(賃料)について、現場閉所の状況に応じて補正係数を乗じ、必要経費を計上。
• 令和４年度は、労務費、機械経費(賃料)、共通仮設費、現場管理費の補正係

数を引き続き継続。

休日率
4週6休以上

7休未満
4週7休以上

8休未満
4週8休以上

労務費 1.01 1.03 1.05

現場管理費 1.01 1.02 1.03

■週休2日交替制モデル工事の試行
• 令和元年度より試行を開始した交替制による休日確保を推進するモデル工事

の補正係数を令和4年度も継続。

*週休２日の実施により、現状より工期が長くなることに伴う必要経費に関する補正

■H29年度：実施済３９団体
■H30年度：実施済５６団体
■Ｒ１年度：実施済６６団体
■Ｒ２年度：実施済６７団体

➢ 直轄工事においては、令和6年4月の時間外労働規制の適用に先駆け、令和5年度には原則として全ての工事で発注者指定方
式により週休２日を確保することを目指して取組を順次拡大。

週休２日工事の実施状況（直轄）

165 

1,106 

2,745 

4,450 

6,853 

659 

2,735 

3,346 

3,330 

893 

0 2,000 4,000 6,000 8,000

H28年度

H29年度

H30年度

R1年度

R2年度

週休2日実施工事 週休2日対象工事（公告工事）

3,841
実施件数6.7倍

対象件数4.7倍824

6,091
実施件数2.5倍 対象件数1.6倍

7,780
実施件数1.6倍 対象件数1.3倍

実施件数1.5倍

7,746

1,161 

5,449 

243 発注者
指定方式

受注者
希望方式

交替制
モデル工事

6,853件
(R2年度)

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

公告件数
(取組件数)

824
(165)

3,841
(1,106)

6,091
(2,745)

7,780
(4,450)

7,746
(6,853)

実施率 20.0% 28.7% 45.0% 57.1% 88.5%

※令和３年３月末時点
※令和２年度中に契約した直轄

工事を集計（営繕工事、港湾
空港除く）

※令和2年度の取組件数には
取組協議中の件数も含む

※令和3年度発注工事は集計中

20



直轄工事における週休２日の取組方針

発注者指定 週休２日（４週８休）

受注者希望 週休２日

○改正労働基準法（平成30年６月成立）による時間外労働規制が令和６年４月から建設業に適
用されることを踏まえ、直轄工事において週休２日工事、週休２日交替制モデル工事を順次拡大。

○令和６年４月には、維持工事等も含めて、原則として週休２日の確保を目指す。

※北海道開発局においては、
本官工事のうち２．５憶円
以上のものを対象

本官工事

分任官工事

※北海道開発局においては、
２．５憶円未満の本官工事
及び分任官工事を対象

週休２日工事の取組方針

発注者指定 完全週休２日（土日祝日閉所）

発注者指定 週休２日（４週８休）

受注者希望

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 以降

70%目標

50%目標
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直轄工事における週休２日の取組方針

◇週休２日交替制モデル対象工事

○365日拘束される工事
・通年維持工事等
○連続して稼働しなければならない工事（閉所困難工事）
・災害復旧工事
・交通規制、出水期、完成時期等の制約のある工事
・連続施工せざるを得ない工事（ｼｰﾙﾄﾞ・ﾆｭｰﾏﾁｯｸｹｰｿﾝ等）

発注者指定
受注者希望 週休２日

STEP①
通年維持工事+災害復旧工事+α

STEP②
全通年維持工事+災害復旧工事+α

STEP③
閉所困難工事

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 以降

週休２日交替制モデル工事の取組方針

交
替
制
工
事
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工期に関する基準（令和２年７月 中央建設業審議会作成・勧告） 概要

第２章 工期全般にわたって考慮すべき事項
（１）自然要因

降雨日・降雪日、河川の出水期における作業制限 等

（２）休日・法定外労働時間
改正労働基準法に基づく法定外労働時間

建設業の担い手一人ひとりが週休２日（４週８休）を確保

（３）イベント
年末年始、夏季休暇、GW、農業用水塔の落水期間 等

（４）制約条件
鉄道近接・航空制限などの立地に係る制約 等

（５）契約方式
設計段階における受注者（建設業者）の工期設定への関与、分離発注 等

（６）関係者との調整
工事の前に実施する計画の説明会 等

（７）行政への申請
新技術や特許公報を指定する場合、その許可がおりるまでに要する時間 等

（８）労働・安全衛生
労働安全衛生法等の関係法令の遵守、安全確保のための十分な工期の設定 等

（９）工期変更
当初契約時の工期の施工が困難な場合、工期の延長等を含め、適切に契約条件の

変更等を受発注者間で協議・合意

（１０）その他
施工時期や施工時間、施工法等の制限 等

第１章 総論

（１）背景
（２）建設工事の特徴
（ⅰ）多様な関係者の関与 （ⅱ）一品受注生産 （ⅲ）工期とコストの密接な関係

（３）建設工事の請負契約及び工期に関する考え方
（ⅰ）公共工事・民間工事に共通する基本的な考え方 （ⅱ）公共工事における考え方 （ⅲ）下請契約

（４）本基準の趣旨
（５）適用範囲
（６）工期設定における受発注者の責務

第３章 工程別に考慮すべき事項
（１）準備
（ⅰ）資機材調達・人材確保
（ⅱ）資機材の管理や周辺設備
（ⅲ）その他

（２）施工
（ⅰ）基礎工事 （ⅱ）土工事 （ⅲ）躯体工事
（ⅳ）シールド工事 （ⅴ）設備工事
（ⅵ）機器製作期間・搬入時期 （ⅶ）仕上工事
（ⅷ）前面及び周辺道路状況の影響 （ⅸ）その他

（３）後片付け
（ⅰ）完了検査 （ⅱ）引き渡し前の後片付け、清掃等の後片付け期間
（ⅲ）原型復旧条件

第５章 働き方改革・生産性向上に向けた取組について

働き方改革に向けた意識改革や事務作業の効率化、工事開始前の事前調
整、施工上の工夫、ICTツールの活用等について、他の工事現場の参考
となるものを優良事例として整理 ※詳細は別紙に整理

第６章 その他
（１）著しく短い工期と疑われる場合の対応

駆け込みホットラインの活用

（２）新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた工期等の設定
受発注者間及び元下間において、協議を行い、必要に応じて適切に契約変更

（３）基準の見直し
本基準の運用状況等を踏まえて、見直し等の措置を講ずる

第４章 分野別に考慮すべき事項

（１）住宅・不動産分野
（２）鉄道分野

（３）電力分野
（４）ガス分野

⚫本基準は、適正な工期の設定や見積りにあたり発注者及び受注者（下請負人を含む）が考慮すべき事項の集合体であ
り、建設工事において適正な工期を確保するための基準である。
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直轄土木工事における適正な工期設定指針

＜対象工事＞

国土交通省直轄土木工事（港湾・空港除く）を対象
通年維持工事や随意契約を適用する応急復旧工事を除く

⚫労働基準法の改正により、建設業については、令和６年４月１日から罰則付きの時間外労働規
制が適用。

⚫品確法の改正により、「適正な工期設定」を発注者の責務として明確に位置付け。

⚫こうした中、国土交通省直轄土木工事においては、率先して適正な工期を設定するため、工期
設定指針を策定。

工期設定指針の構成

（１）工事発注段階
①全体工期に含むべき日数・期間の設定

余裕期間、準備期間、施工に必要な実日数

不稼働日、後片付け期間

②「工期設定支援システム」の活用
③工期設定の条件明示等

（２）施工段階
①工事工程クリティカルパスの共有
②工期延期に伴う間接工事費の変更

（３）工事完成後
①実績工事工程の収集

工期設定支援システムの活用

○工期設定に際し、歩掛かりごとの標準的な作業日数や、標準的な作業手順を
自動で算出する工期設定支援システムを導入

工期設定支援システムの主な機能

① 歩掛毎の標準的な作業日数を自動算出

② 雨休率、準備・後片付け期間の設定

③ 工種単位で標準的な作業手順による
工程を自動作成

④ 工事抑制期間の設定

⑤ 過去の同種工事と工期日数の妥当性の
チェック

余裕期間制度

○実工期を柔軟に設定できるよう6ヶ月を超えない範囲で余裕期間を設定する制度

余裕期間

実工期

発注時

契約時

実工期

発注時

余裕期間

全体工期＝余裕期間＋実工期

実施工事期間

契約時

実工期

①「発注指定方式」 ： 余裕期間内で工期の始期を発注者があらかじめ指定する方式

②「任意着手方式」 ： 受注者が工事開始日を余裕期間内で選択できる方式

余裕期間

余裕期間

工期の始期を指定

範囲内で受注者が契約時に選定
実工期期間は変更出来ない

③「フレックス方式」 ： 受注者が工事始期と終期日を全体工期内で選択できる方式

※）全体工期内で受注者が実工期を選択

工期の始期を選定

工期の始期を選定 工期の終期を選定

受注者が工期を選定
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「建設現場で働く人々の誇り・魅力・やりがい検討委員会」提言（R2.1）概要

コンセプトの共有

技術者 技能者

父親・母親学 生

Internal（内部）

External（外部）

国土交通省

各地域
ブロック

発注者受注者 有識者

協議会

受発注者が一丸となった
施策の展開

・３者一体となった
地域ブロック協議
会

地域住民
・建設業の
担い手育成

・建設業に関心
を持つイベント、
現場の見える化

・「地域の守り
手」を再認識

誇り
やりがい

①災害対応における着用物の統一化
②工事銘板による技術情報の発信
③女性活躍の推進
④建設現場のイメージ映像の配信

出典：全国建設協同組合連合会魅
力

建設業就業者の高齢化の進行

リブランディング

建設業の存在意義

「日本の国土・まちを『つくる』・『まもる』
（仮）」

働き方改革

生産性革命

使命感
チャレンジ

「地域の守り手」

イガイに

「おしゃれ」・「かっこい
い」

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出

実労働時間及び出勤日数の推移
（建設業と他産業の比較）

※ 厚生労働省「毎月勤労統計調査」年度報より国土交通省作
成

建設業就業者は、55歳以上が約35％、
29歳以下が約11%と高齢化が進行し、
次世代への技術承継が大きな課題。

年間の総実労働時間が、他産業と比べて
300時間以上長い。10年程前と比べて、建設
業はほぼ横ばい（約29時間減少）。

リブランディング
の必要性

【オープニングセレモニー（除幕式）概要】
日 時：2019年5月16日(木)10時45分～
工事名：八十二銀行 中野支店新築工事（長野県中野市三好１丁目 中央公民館
前）
施 工：中野土建株式会社
内 容：優秀賞受賞 群馬日建工科専門学校「チーム・ナスパティ」の作品の採用
除 幕：「チーム・ナスパティ」メンバーと地元中野市の中野マリア幼稚園園児

仮囲いデザインアイデアコンテスト 建設現場に従事する技術者の紹介
（国土交通省 関東地方整備局）

受・発注者が協働した魅力の発信

情報発信にあたっての重要な視点
～ターゲットの明確化～

イガイに
「ハイテク」・「スマート」

○上記の取組と併せて、建設現場で働く人々の「生の声」の募集や、
他業界とのコラボレーションを必要に応じ実施。

② 工事に携わった関係者の
「誇り」と「やりがい」の向上

①地域の安全・安心確保や社会
貢献できる「誇り」を共有

④ ポータルサイトによる一括化

③ 女性が活躍できる職場環境
の改善、ロールモデルの発信建設現場で働く「人にフォーカス」

参照：CCi東京

技術者・技能者表彰

現状と課題

ステークホルダーの意識・関心に
あわせた情報を発信

全国展開の施策

ブロックで取り組む施策

点から面となった取組へ
～官民一体となった体制の構築～

将来の担い手

官民による推進母体での施策推進

Internal

External

建設業の将来像
（新たな価値）

情報発信の
コンセプト

○従来の建設現場のイメージ
3K（きつい、汚い、危険）、高齢化、休暇が取れない（残業多い）
等

○昨今の状況と新たなイメージの打ち出し
新3K（給与、休暇、希望）、頻発する災害に対する地域の担い手確
保、
働き方改革、生産性の向上 等

年間実労働時間の推移

社会
他業界
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九州・沖縄ブロックの取組み ～九州・沖縄ブロック土木部長等会議の取組目標～
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九州・沖縄ブロック統一現場閉所日

令和４年度は８月２７日（土）・１１月１２日（土）を統一現場閉所日に設定

【令和４年度の九州・沖縄ブロック統一ポスター】

【関係機関】
国 ：九州地方整備局、沖縄総合事務局
県 ：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、

宮崎県、鹿児島県、沖縄県
政令市：北九州市、福岡市、熊本市

【ポスターの掲載場所】
・各機関の関連施設（庁舎・道の駅等）
・施工中の工事現場
・各県建設業協会など

【統一現場閉所日の設定状況】

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４予定

九州・沖縄ブロック ー 11月6日(土)
8月27日(土)
11月12日(土)

福岡県 11月14日（土） 11月6日(土)
8月27日(土)
11月12日(土)

佐賀県 8月8日（土） 6・7・8月第４土曜日 毎月第４土曜日

長崎県 毎月第2第4土・日曜日 毎月第2第4土・日曜日 毎月第2第4土・日曜日

熊本県
8月8日（土）

※災害により中止
11月6日(土)

8月27日(土)
11月12日(土)

大分県 毎月第2土曜日 11月6日(土)
8月27日(土)
11月12日(土)

宮崎県 毎月第2土曜日 毎月第2・第4土曜日 毎月第2・第4土曜日

鹿児島県 11月14日（土） 毎月第４土曜日 毎月第２・第４土曜日

沖縄県 毎月第4土・日曜日 毎月第4土・日曜日 毎月第4土・日曜日
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建設業の魅力発信の取組拡大に向けて

地域の守り手である建設産業の担い手確保のため、建設業の魅力発信の取り組みを
拡大する。

◼ 実際の現地で土木作業の体験を通じた“子ども向け”現場体験イベント
の開催

＜長崎河川国道事務所「ワクワクドギドキ驚き土木体験イベント のり面にソイルバズーカをぶっ放せ!」）＞

［噂の応援チーム“デミーとマツ”、施
工業者、事務所によるイベントチラシ］

［事務所職員よるダムの仕組み説明］

［主任技術者による事業説明］

［実際の作業員によるロープクライミン
グ体験］

［実際の作業員によるソイ
ルバズーカ体験］

［笑顔で対応する重機オペレータ］

◼ 建設業の若手の活躍についての「パネル展示会」を開催

＜大分県建設業協会青年部会と大分河川国道事務所の共催＞

（参考）魅力発信の事例
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

５．労務単価・技術者単価の見直し
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(１) 最近の労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映し、47都道府県・51職種別に単価を設定

(２) 必要な法定福利費相当額や義務化分の有給休暇取得に要する費用のほか、時間外労働時間

を短縮するために必要な費用を反映

(３) 新型コロナウイルス感染症の影響下であることを踏まえた特別措置※を適用
※ 前年度を下回った単価は、前年度単価に据置

注）金額は加重平均値、伸率は単純平均値で算出

職種 全国平均値 令和３年度比 職種 全国平均値 令和３年度比

特殊作業員 23,103円 ＋４．４％ 運転手（一般） 20,797円 ＋４．０％

普通作業員 19,538円 ＋３．１％ 型枠工 26,246円 ＋２．３％

軽作業員 14,999円 ＋１．２％ 大工 25,156円 ＋１．９％

とび工 25,512円 ＋１．５％ 左官 24,839円 ＋２．８％

鉄筋工 25,801円 ＋３．３％ 交通誘導警備員Ａ 14,873円 ＋３．７％

運転手（特殊） 23,979円 ＋４．４％ 交通誘導警備員Ｂ 12,957円 ＋３．２％

全 国

主要12職種※（19,734円）令和３年３月比；＋３．０％（平成24年度比；＋５７．６％）

全 職 種 （21,084円）令和３年３月比；＋２．５％（平成24年度比；＋５７．４％）
※「主要12職種」とは通常、公共工事において広く一般的に従事されている職種

（主要１２職種）

令和４年３月から適用する公共工事設計労務単価について令和４年３月から適用する公共工事設計労務単価について

単価設定のポイント
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19,121 19,116 
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13,351 13,344 13,154 13,047 13,072 
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19,392 
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18,000
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22,000

公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移

注1）金額は加重平均値にて表示。平成31年までは平成25年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出し、令和２年以降は令和２年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出した。
注2）平成18年度以前は、交通誘導警備員がA・Bに分かれていないため、交通誘導警備員A・Bを足した人数で加重平均した。

令和４年３月から適用する公共工事設計労務単価について

○全国全職種平均値は時間外労働時間を短縮するために必要な費用を反映し、１０年連続の上昇

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R02 R03 R04 H24比

主要12職種 +15.3% → +6.9% → +3.1% → +6.7% → +2.6% → +2.8% → +3.7% → +2.3% → +1.0% → +3.0% +57.6%

全職種 +15.1% → +7.1% → +4.2% → +4.9% → +3.4% → +2.8% → +3.3% → +2.5% → +1.2% → +2.5% +57.4%

参考：近年の公共工事設計労務単価の単純平均の伸び率の推移

注3）伸び率は単純平均値より算出した。

建設投資の減少に伴う労働需給
の緩和により下降

単価算出手法の大幅変更
・必要な法定福利費相当額の反映
・東日本大震災による入札不調状況に応じた
被災三県における単価引き上げ措置

等を実施

１０年連続の上昇

令和４年３月から適用する公共工事設計労務単価について
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R4年度 九州各県 主要１２職種 公共工事設計労務単価比較（R3年度比）

参 考

令和４年 伸び率 令和４年 伸び率 令和４年 伸び率 令和４年 伸び率 令和４年 伸び率 令和４年 伸び率 令和４年 伸び率

〇特殊作業員 23,100 5.0% 20,400 5.2% 21,300 4.9% 21,700 4.8% 20,700 5.1% 23,100 5.0% 25,400 5.0%

〇普通作業員 20,000 2.6% 17,100 2.4% 18,000 2.3% 18,400 2.2% 17,200 2.4% 16,800 2.4% 18,100 2.3%

〇軽作業員 <13,700> 0.0% <13,300> 0.0% <14,000> 0.0% <14,800> 0.0% <13,900> 0.0% <14,000> 0.0% <15,100> 0.0%

〇とび工 23,800 0.0% 22,300 0.0% 22,200 0.0% 23,300 0.0% 22,900 0.0% 23,100 0.0% 23,500 0.0%

〇鉄筋工 <23,100> 0.0% <22,700> 0.0% <22,500> 0.0% <23,300> 0.0% <23,100> 0.0% <21,800> 0.0% <23,000> 0.0%

〇運転手（特殊） 22,000 3.3% 24,300 3.8% 20,700 3.5% 21,600 3.8% 23,000 3.6% 23,000 3.6% 25,500 3.7%

〇運転手（一般） 19,300 2.7% 19,900 2.6% 18,400 2.2% 19,000 2.7% 21,300 2.9% 19,800 2.6% 22,600 2.3%

〇型わく工 24,100 3.9% 26,000 3.6% 23,800 3.9% 24,000 3.9% 23,200 3.6% 24,300 3.8% 26,800 3.9%

〇大工 <24,500> 0.0% <24,600> 0.0% <24,500> 0.0% <24,600> 0.0% <24,300> 0.0% <24,100> 0.0% <24,700> 0.0%

〇左官 24,800 6.0% 24,900 5.5% 24,800 6.0% 24,500 6.1% 24,600 6.0% 24,500 6.1% 24,900 5.5%

〇交通誘導警備員A 14,600 5.0% 14,500 5.1% 14,700 5.0% 14,200 4.4% 14,500 5.1% 14,500 5.1% 15,500 5.4%

〇交通誘導警備員B 12,800 4.9% 12,600 5.0% 13,400 4.7% 12,200 4.3% 11,600 4.5% 11,300 5.6% 13,100 4.8%

主要12職種平均 20,483 2.7% 20,217 2.7% 19,858 2.6% 20,133 2.6% 20,025 2.7% 20,025 2.7% 21,517 2.7%

【主要12職種】令和４年３月から適用する公共工事設計労務単価と令和３年３月公共工事設計労務単価からの伸び率

福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県

― ― ― ― ― ― ―

〈山括弧書き〉は特別措置によりコロナ禍の影響を考慮した単価を示している。
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令和４年３月から適用する公共工事設計労務単価について

１．設計業務委託等技術者単価とは
・ 設計業務委託等技術者単価は、国土交通省が発注する公共工事の設計業務委託

（コンサルタント業務・測量業務等）の積算に用いるための単価。

・ 毎年度実施している給与実態調査結果に基づいて、20職種の単価を設定。

対前年度比 （H24比）

【全職種平均】４２，１９５円 ＋３．２％ （＋35.0％）

(内訳)                                 対前年度比 （H24比）

設計業務 平均 50,100円 ＋1.3％ （＋30.7%）

測量業務 平均 35,820円 ＋5.2％ （＋57.9%）

航空・船舶関係業務 平均 40,000円 ＋3.7％ （＋31.8%）

地質調査業務 平均 38,033円 ＋5.3％ （＋39.5%）

（参考）近年の技術者単価の伸び率（全職種平均）
H25 H26 H27 H28  H29 H30 H31 R2 R3 R4 (H24比)

全職種：＋1.2% ＋3.2%   ＋4.7% ＋3.8% ＋3.1%  ＋3.0%  ＋3.7% ＋3.1% ＋1.6% ＋3.2%(＋35.0%)

２．令和４年度技術者単価の概要

※ 前年度を下回った単価は、前年度単価に据置

令和4年３月から適用する設計業務委託等技術者単価について
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令和4年3月から適用する設計業務委託等技術者単価

◆最近の給与等の実態を適切・迅速に反映

設計業務委託等（設計、測量、地質関係）

42,195円 R3年３月比；＋３．２％

（平成24年度比+3５．０％）

全職種平均

39,033 

38,943 

37,890 

35,133 
34,505 

33,119 

31,657 
31,000 30,690 

30,386 
30,919 
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31,671 
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（円） 設計業務委託等技術者単価 全職種単純平均値の推移
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

６．建設資材等の高騰対策
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主要建設資材の価格推移
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（円／単位） 価格推移（東京）

異形棒鋼（円／ｔ） Ｈ形鋼（円／ｔ）

生コンクリート（円／10m3） 型枠用合板（円／100枚）

ストレートアスファルト（円／ｔ） 再生アスファルト合材（円／10ｔ）

軽油（ローリー）（円／kl） 鉄くず（ﾍﾋﾞｰH2）

出典 ： 「建設物価」 （一般財団法人建設物価調査会）

型枠用合板 （100枚当たり）
2021年3月 ¥124,000

2022年3月 ¥180,000(+45.2%)

生コンクリート （10㎥）
2021年3月 ¥145,000

2022年3月 ¥148,000(+2.1%)
軽油 （kl）
2021年3月 ¥95,000

2022年3月 ¥119,000(+25.3%)

Ｈ 型鋼 （ｔ）
2021年3月 ¥83,000

2022年3月 ¥110,000(+32.5%)

異形棒鋼 （ｔ）
2021年3月 ¥79,000

2022年3月 ¥102,000(+29.1％)

鉄スクラップ
2021年3月 ¥33,000

2022年3月 ¥48,000(+45.5%)

再生ｱｽﾌｧﾙﾄ合材 （10ｔ）
2021年3月 ¥87,000

2022年3月 ¥89,000(+2.3%)

ストレートアスファルト （ｔ）
2021年3月 ¥69,000

2022年3月 ¥97,000(+40.6%)
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建設工事標準請負契約約款における請負代金が変更の規定（スライド条項）

（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更）
第26条 発注者又は受注者は、工期内で請負契約締結の日から12月を経過した後に日本国内における賃金水準又は物価水準の変動により請負

代金額が不適当となったと認めたときは、相手方に対して請負代金額の変更を請求することができる。
２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残工事代金額（請負代金額から当該請求時の出来形部分に相応する

請負代金額を控除した額をいう。以下この条において同じ。）と変動後残工事代金額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出した変動前
残工事代金額に相応する額をいう。以下この条において同じ。）との差額のうち変動前残工事代金額の1000分の15を超える額につき、請負
代金額の変更に応じなければならない。

３ 変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を基準とし、物価指数等に基づき発注者と受注者とが協議して定める。
ただし、協議開始の日から○日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。

［注］○の部分には、原則として、「14」と記入する。
４ 第１項の規定による請求は、この条の規定により請負代金額の変更を行った後再度行うことができる。この場合において、同項中「請負

契約締結の日」とあるのは、「直前のこの条に基づく請負代金額変更の基準とした日」とするものとする。
５ 特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著しい変動を生じ、請負代金額が不適当となったときは、発注者又

は受注者は、前各号の規定によるほか、請負代金額の変更を請求することができる。
６ 予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急激なインフレーション又はデフレーションを生じ、請負代金額

が著しく不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の定めにかかわらず、請負代金額の変更を請求することができる。
７ 前２項の場合において、請負代金額の変更額については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から○日以内に協

議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。
［注］○の部分には、原則として、「14」と記入する。

（請負代金額の変更）
第31条 発注者又は受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、相手方に対して、その理由を明示して必要と認められる請負代金額の変更を
求めることができる。
一 工事の追加又は変更があったとき。
二 工期の変更があったとき。
三 第三条の規定に基づき関連工事の調整に従ったために増加費用が生じたとき。
四 支給材料又は貸与品について、品目、数量、受渡時期、受渡場所又は返還場所の変更があったとき。
五 契約期間内に予期することのできない法令の制定若しくは改廃又は経済事情の激変等によって、請負代金額が明らかに適当でないと認められ
るとき。
六 長期にわたる契約で、法令の制定若しくは改廃又は物価、賃金等の変動によって、この契約を締結した時から一年を経過した後の工事部分に対
する請負代金相当額が適当でないと認められるとき。
七 中止した工事又は災害を受けた工事を続行する場合において、請負代金額が明らかに適当でないと認められるとき。

◎公共工事標準請負契約約款

◎民間建設工事標準請負契約約款
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国交省直轄工事におけるスライド条項の取扱いについて

価格変動が・・・
●通常合理的な範囲内である場合には、請負契約であることからリスクは受注者が負担
●通常合理的な範囲を超える場合には、受注者のみのリスク負担は不適切

項目
全体スライド

（第１～４項）

単品スライド

（第５項）

インフレスライド

（第６項）

適用対象工事

工期が12ヶ月を超える工事

但し、残工期が2ヶ月以上ある工事

（比較的大規模な長期工事）

すべての工事

但し、残工期が2ヶ月以上ある工事

すべての工事

但し、残工期が2ヶ月以上ある工事

条項の趣旨
比較的緩やかな価格水準の変動に
対応する措置

特定の資材価格の急激な変動に対
応する措置

急激な価格水準の変動に対応する
措置

請負額変更の
方法

対象

請負契約締結の日から12ヶ月経過後
の残工事量に対する資材、労務単価
等

部分払いを行った出来高部分を除く

特定の資材（鋼材類、燃料油類等）

基準日以降の残工事量に対する資
材、労務単価等

受注者

の負担

残工事費の１．５％ 対象工事費の１．０％

（但し、全体スライド又はインフレスラ
イドと併用の場合、全体スライド又は
インフレスライド適用期間における負
担はなし）

残工事費の１．０％

（30条「天災不可抗力条項」に準拠し、
建設業者の経営上最小限度必要な
利益まで損なわないよう定められた
「１％」を採用。）

再スライド

可能

（全体スライド又はインフレスライド適
用後、12ヶ月経過後に適用可能）

なし

（部分払いを行った出来高部分を除
いた工期内全ての特定資材が対象
のため、再スライドの必要がない）

可能
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単品スライド条項の運用マニュアル（案）について （令和４年７月１９日時点）

39

《これまでの運用ルール》
工事材料の価格増加分は、工事材料の「実際の購
入価格」（受注者が提出）と「購入した月の物価資料
の単価」を比較し、安い方の単価を用いて請負代金
額を変更

《新たな運用ルール》
１）購入価格が適当と示す証明書類を提出した
場合は、実際の購入価格の方が高くても、変更
後の単価として用いて請負代金額を変更する
ことを可とする。

２）鋼橋上部工工事特有の商慣行により、「実際の
購入価格」を示せない場合は、購入時期を証明
できれば「購入した月の物価資料の単価」を
用いて請負代金額を変更することを可とする。

３）年度毎に完済部分検査を行う複数年に跨がる
維持工事の場合は、各年度末に単品スライド
条項を適用することも可とする。

【 掲載 ： 国土交通省ホームページ 】
https://www.mlit.go.jp/tec/tec_fr_000105.html



単品スライド条項の運用マニュアル（案）について （令和４年７月１９日時点）

40【マニュアル（案） P67 】 【マニュアル（案） P68 】



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

７． i-Constructionの推進
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i-Construction ～建設業の生産性向上～

○平成28年9月12日の未来投資会議において、安倍総理から第4次産業革命による『建設現場の生産性革命』に向け、
建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す方針が示された。

○この目標に向け、３年以内に、橋やトンネル、ダムなどの公共工事の現場で、測量にドローン等を投入し、施工、検査
に至る建設プロセス全体を３次元データでつなぐなど、新たな建設手法を導入。

○これらの取組によって従来の３Ｋのイメージを払拭して、多様な人材を呼び込むことで人手不足も解消し、
全国の建設現場を新３Ｋ（給与が良い、休暇がとれる、希望がもてる）の魅力ある現場に劇的に改善。

【生産性向上イメージ】

平成28年9月12日未来投資会議の様子

ICTの土工への活用イメージ（ICT土工） 42



建設プロセス全体を3次元データでつなぐi-Construction

準天頂衛星
（みちびき）

主 桁

横 桁

検査路

横 構

○Society5.0の実現に向け、i-Constructionの取組を推進し、建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す
○ICT施工の工種拡大、現場作業の効率化、施工時期の平準化に加えて、測量から設計、施工、維持管理に至る建設プロセス全体

を3次元データで繋ぎ、新技術、新工法、新材料の導入、利活用を加速化するとともに、国際標準化の動きと連携

機器活用による測量 2次元図面による設計

ドローン(レーザースキャナ)や
準天頂衛星システム(みちびき)を
活用し、効率化、高密度化した
面的な3次元測量

人手が必須な点検作業 労働力を主体とした施工

測量 設計

施工維持管理

3次元モデルによる可視化と
手戻り防止、4D(時間)、5D(コスト)
による施工計画の効率化

ICT施工の工種拡大、
3次元データに基づく施工、
デジタルデータ活用による
新技術の導入拡大等

ロボットやセンサーによる
管理状況のデジタルデータ化、
3次元点検データによる可視化

測量 設計

施工維持管理

建設生産プロセス全体を3次元データで繋ぐ

社会への実装

バーチャルシティによる
空間利活用

ロボット、AI技術の開発 自動運転に活用できる
デジタル基盤地図の作成

ドローン
GPS

3Dデータ
VR

自動化
ビックデータ

ロボット
AI

ダム・ダム湖

砂防施設

風力発電
水力発電所

河川・堤防

トンネル

鉄道

漁村集落・砂防林

空港

遊歩道
砂浜海岸

○○km

道路法面緑化

石垣

送電施設

自動車専用道路

道路

保存樹木

街路・街路樹

宅地

公園・緑地

タンク

橋梁

漁港

水門

駅・駅前広場

防波堤

農業用水路

圃場整備

国際標準化の動きと連携

３次元設計データ等を通信
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i-Construction トップランナー施策 （Ｈ２８～）
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民 間 公 共

Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度

ICTの全面的な活用（ICT施工） 施工時期の平準化等

○ 公共工事は第1四半期(4～6月)に
工事量が少なく、偏りが激しい。

○ 適正な工期を確保するための２
か年国債を設定。Ｈ２９当初予算
においてゼロ国債を初めて設定。

（工事件数） （i-Construction）

平準化された
工事件数

＜技能者＞
・収入安定
・週休二日

＜発注者＞

・計画的な
業務遂行

＜受注者＞

・人材・機材
の効率的
配置

平準化

（工事件数） 閑散期 繁忙期 （現状）
現状の工事件数

＜技能者＞

・閑散期は仕事
がない

・収入不安定

・繁忙期は休暇
取得困難

＜発注者＞

・監督・検査
が年度末
に集中

＜受注者＞

・繁忙期は監理技
術者が不足

・閑散期は人材・
機材が遊休

○設計、発注、材料の調達、加工、組立等
の一連の生産工程や、維持管理を含めた
プロセス全体の最適化が図られるよう、全
体最適の考え方を導入し、サプライチェー
ンの効率化、生産性向上を目指す。

○Ｈ２８は機械式鉄筋定着および流動性を
高めたコンクリートの活用についてガイド
ラインを策定。

○部材の規格（サイズ等）の標準化により、
プレキャスト製品やプレハブ鉄筋などの工
場製作化を進め、コスト削減、生産性の向
上を目指す。

プレキャストの進

化

©大林組

©三井住友建設

（例）定型部材を組み合わせた施工

（例）鉄筋のプレハブ化、埋設型枠の活用現場打ちの効率化

全体最適の導入
（コンクリート工の規格の標準化等）

クレーンで設置 中詰めコン打設

クレーンで設置

○調査・測量、設計、施工、検査等のあ
らゆる建設生産プロセスにおいてICTを
全面的に活用。

○３次元データを活用するための基準や
積算基準を整備。

○国の大規模土工は、発注者の指定で
ICTを活用。中小規模土工についても、
受注者の希望でICT土工を実施可能。

○全てのICT土工で、必要な費用の計上、
工事成績評点で加点評価。

ドローン等を活用
し、調査日数を削
減

３次元設計データ
等により、ICT建
設機械を自動制御
し、建設現場の
ICT化を実現。

３次元測量点群デー
タと設計図面との差
分から、施工量を自
動算出

【建設現場におけるICT活用事例】
規格の標準化 全体最適設計 工程改善

コンクリート工の生産性向上のための３要素

《3次元測量》

《ICT建機による施工》

《3次元データ設計図》

出典：建設総合統計より算出
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i-Constructionに関する工種拡大

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

○国交省では、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充してきており、構造物工へのICT活用を推進。
○今後、中小建設業がICTを活用しやすくなるように小規模工事への適用拡大を検討（小型ICT建機の活用）

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（令和元年度：浅層・中層混合処理、令和２年度：深層混合処理）

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工 （港湾）

ICT構造物工
（橋梁上部）（基礎工）

ICT構造物工 （橋脚・橋台）

ICT路盤工

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

小規模工事へ拡大
（小型ICT建機の活用）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

８． インフラDXの推進
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インフラDX推進の変遷について

47

デジタル変革とは、企業がビ
ジネス環境の激しい変化に対
応し、データとデジタル技術
を活用して、顧客や社会の
ニーズを基に、製品やサービ
ス、ビジネスモデルを変革す
るとともに、業務そのもの
や、組織、プロセス、企業文
化・風土を変革し、競争上の
優位性を確立すること。

DX推進ガイドライン

2018.12 経済産業省



インフラDX推進の変遷について

48

インフラ分野においてもデー
タとデジタル技術を活用して、
国民のニーズを基に社会資本
や公共サービスを変革すると
共に、業務そのものや、組織、
プロセス、建設業や国土交通
省の文化・風土や働き方を変
革し、インフラへの国民理解
を促進すると共に、安全・安
心で豊かな生活を実現。

インフラ分野のDX
2020.7 国土交通省
インフラ分野の DX 推進本部設置



インフラ分野のDXについて

49

Safe：安全

インフラ
Smart：賢く Sustainable：持続可能

利用・サービス
国民の生活、社会活動、経済活動

Ｘformation

手続きなどいつ
でもどこでも気
軽にアクセス

○24時間 365日
○ワンストップ
○リモート化、タッチレス

コミュニケー
ションをより
リアルに

○ビッグデータのフル活用
○三次元の図面/映像
○AR/VR

現場にいなくて
も現場管理が可
能に

○自動化・自律化
○遠隔化
○省人化

管理者 建設業界
調査・設計・施工・維持管理、災害対応

Ｄigital

・・・etc

インフラ分野のＤigitalＸformation

～デジタル技術の活用で、従来の「常識」を変革し、インフラまわりをスマートに～

デジタル

収集
exp) ドローン

ﾈｯﾄﾜｰｸ
exp) 5G高速通信

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
exp)クラウド環境

提供
exp) API※

※application program interface

より便利に

より理解しやすく

少人数・短時間で
効率的に



インフラ分野のDX（業務、組織、プロセス、文化・風土、働き方の変革）
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山国川スカイバーチャルツアー

○河川管理を目的にUAV(ﾄﾞﾛｰﾝ)で撮影したｽﾌｨｱ(360°)画像を繋いでHPにアップし、
管内の状況をタブレットやスマートフォンなどでもどこからでも全方位把握可能
○職員でドローン撮影を実施し、大きなコストをかけず更新も可能
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鹿児島東西道路バーチャルツアー

52

○事業説明を目的にUAVや360°カメラでバーチャルツアーを作成。
○teamsと組み合わせ、現地に出向くことなくバーチャル現場見学会も可能。



吉野ケ里歴史公園バーチャルツアー
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現地確認及び土地の引き渡し検査のリモート化

54

○通常、現地確認及び土地の引き渡し検査は、検査官が現地に出向き確認を行っている。
○近年の技術革新により、通信機器等の性能は格段に上がり、現地に行かなくてもその場にいるのと同様
の体験ができるようになったことから、現地確認及び土地の引き渡し検査においてリモート化を試行して
いる。



災害時におけるドローンの活用

55

○九州地方整備局では、危険を伴う場合、地上からの調査では被害の全貌把握が困難又は時間を要する場
合などにドローンを活用。平成28年熊本地震、平成30年7月豪雨等の各種災害において活用。
〇令和３年にはDX推進室を設置し、超高解像度撮影、３６０°写真撮影、オルソ画像の合成、写真からの
点群データ作成等の新技術導入に取り組んでいる。



デジタルによる「災害調査」の変革

56

○令和４年1月22日に発生した日向沖地震では、ＤＸ（ドローン、ＶＲ、点群データ、クラウド）を用い
て、高度な災害状況の把握・分析・共有を極めて短時間（1日）で実施。



九州インフラＤＸアクションプラン

○社会背景・自然的・地理的特性を踏まえつつ、九州地方整備局インフラDX行動指針の理念のもと、整
備局内横断的にインフラDXを推進するために整備局長を会長とする九州地方整備局インフラＤＸ推進会
議を設置（令和４年６月）し、「九州インフラDXアクションプラン」を策定しました。

デジタル技術を活用した

働き方の変革

インフラ整備・管理
・災害対応における

生産性・安全性の変革

よりよい行政サービス
提供に向けた

コミュニケーションの変革

デジタル技術を

学ぶ場の変革

４つの変革

【変革Ⅰ】

【変革Ⅱ】 【変革Ⅲ】

【変革Ⅳ】
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内容

職場の業務改善等におけるDX ・デジタル技術を活用した業務改善等による職場・職員の働き方改革

用地関係業務（現場で適用できる技術）のDX ・用地関係業務でのデジタル技術を活用した業務の効率化

DXネットワークの整備と運用 ・九州管内DXネットワーク整備とグリーンエネルギーによる設備運用

① ・BIM/CIM活用による建設生産システムの効率化・高度化

② ・営繕事業における設計段階でのBIMの更なる利活用

① ・ICT施工の普及促進

② ・デジタル技術を活用した配筋確認の省力化、出来形確認精度の向上

③ ・ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑﾃﾞｰﾀｸﾗｳﾄﾞ処理システム構築による浚渫工事の3次元測深データ処理の迅速化及び省力化

④ ・営繕工事における生産性向上に向けたデジタル技術導入促進

① ・デジタル技術による復元建物の維持管理の最適化

② ・デジタル技術による河川管理施設点検の効率化、高度化

① ・河川利用者及び生物等の調査における業務効率化

② ・CCTV画像を活用した道路管理の省力化

③ ・CCTV、ETC2.0等を活用した道路情報の信頼性向上

① ・災害時活動への人間拡張技術導入による作業効率化及び危険作業の軽減

② ・TEC情報通信班運用支援システム導入による災害初動時のリードタイム短縮と省力化

九州歴史まちづくりにおけるDX ・九州歴史まちづくりの戦略的な広報と新たなまちづくりへの貢献

受発注者間での情報共有等のDX ・営繕事業における受発注者間での情報共有の更なる円滑化

体制発令や災害時の情報共有についてのDX★ ・体制発令や災害時の情報共有における合理化・省力化

① ・建設業界におけるデジタル技術活用を担う人材の育成

② ・受注者側のデジタル技術活用に対応した発注者側の人材育成

リーディングプロジェクトの推進 ・すべての人々の生活をより良い方向（well being）に変化させるDXの実現

※ ★は近年、九州地方で頻発している災害に対応する内容

デジタル技術を活用した施設維持管理のDX

Ⅴ．4つの変革（Ⅰ～Ⅳ）を実現するための共通の取組み

災害対応の迅速化・効率化★

Ⅲ．よりよい行政サービス提供に向けたコミュニケーションの変革

Ⅳ．デジタル技術を学ぶ場の変革

デジタル技術を担う産学官の人材育成

河川・道路分野におけるAI画像解析技術の活用

取組み項目

Ⅰ．デジタル技術を活用した働き方の変革

Ⅱ．インフラ整備・管理・災害対応における生産性・安全性の変革

BIM/CIM活用の促進

施工段階における生産性向上のためのDX

○アクションプランは、４つの変革と13項目と22の
取り組み内容で構成され、今後のデジタル技術の進歩
等にあわせて継続的に更新していく

○令和４年8月4日にアクション
プラン策定の公表（記者発表）
○掲載URLとQRコードは以下。

http://www.qsr.mlit.go.

jp/infradx/actionplan/D

Xactionplan2208v01.p
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インフラ分野でのメタバースの活用

九州地方整備局では新たなデジタルデータの活用手法として、インフラ分野でのメタバース活用技術を開発。全国で
初めて山国川下流地区かわまちづくりの住民説明会において、社会実装した。
さらに、本技術の普及のため、マニュアルや動画、無償のプログラム、３Dモデルなどを公開。また、学会での発表、

大学での講義、自治体・関連団体での講演、 youtube等への出演等を実施。多くのメディア（TV・新聞・専門誌等）
に掲載された。

【山国川での活用内容】
・メタバースを用い大型スクリーンで整備概要紹介
・質疑応答時に該当箇所をスクリーンに映し説明
・ヘッドマウントでスプレイを用い、仮想世界を「体
験」

【整備局主催のセミナー】
建設コンサルタント、大学、
シンクタンク等１，１１０
名が参加。

【様々なツールを無償で公開】
整備局HPから、マニュアル、解
説動画、ＢＩＭ／ＣＩＭとの
データ変換プログラム、植生の
３Ｄモデル等を無償で公開。
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インフラ分野のメタバースの活用①



インフラ分野のメタバースの活用②


